
鋼管の耐震化への支援

【担当省庁】厚生労働省

奈良県における取組

奈良県立大学 奈良子大学

■管路更新事業費の削減

更新事業費 １，５３４億円 １，０３８億円

撤去事業費 １３８億円 １４３億円

合計 １，６７２億円 １，１８１億円

計画前 計画後

約４９１億円の
コスト削減

現行 170,793 　　　-

ダウンサイジング更新 88,203 51.6

容積比較 ▲ 82,590 ▲ 48.4

容積（m3） 比較（％）

更新管の容積比は
▲４８．４％削減
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水道施設更新事業計画（H28年度～）

管路の更新には長期にわたり多額の費用が必要となるため、老朽度の評価とと
もに管路の重要度や漏水等の発生状況を考慮して管路の更新基準を定め、計
画的に工事を実施するため平成27年度に「管路更新計画」を策定した。

■ダウンサイジングを考慮した管路更新計画



国にお願いすること

【県担当部局】 水道局

提案

鋼管、水道配水用
ポリエチレン管等が

対象外奈良県では、高圧送水の必要性から鋼管の使用
が約6割と高い。鋼管は一律に耐震性があるとし
て、更新の際は補助対象外である。
しかし、特に昭和50年以前布設の小中口径鋼管

は、継手部が適切に施工されていないことが指摘
されており、本県においても、漏水事故が多発し
ている状況。
（※「平成25年度管路の耐震化に関する検討報告書」による）

■奈良県の送水管路の状況

鋼管比率 約60％
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補助対象 42％

小中口径

このような耐震性の低い小中口径鋼管を、耐震化

する際に補助制度を有効に活用出来ない。

管種別管路の機能予測式（出典：水道技術研究センター）

SP（鋼管 小口径）
（補助対象外管種）

DIP(ダクタイル鋳鉄管)
（補助対象管種）

■管路の事故率 ■漏水の原因となった鋼管
（平成29年8月発生）

桜井市第１ブランチからの送水枝管での漏水事故

水道管路緊急改善事業の拡充

補助対象管種に鋼管（小中口径）の追加

大口径

【現状と課題】


